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1. はじめに 

近年、社会のグローバル化に対応するため大

学キャンパスの都市回帰が進み、高層型大学校

舎の再配置計画が増加している。高層建物の移

動にはエレベーター設備が必要不可欠である。

一般に大学における授業教室割り当ては、教員

の授業重複、出講可能日時、移動教室、連続講

義、教室の重複利用、授業順序を考慮し、作成

される。 

授業教室割り当てを作成する際にエレベータ

ー利用を最適に利用することを考慮する仕組

みの確立は、高層型大学校舎計画を考える上で

必要となる要素であり、高層型大学校舎の利用

効率の向上をもたらすことが期待される。 

導入の第一段階として、現在の高層型大学校

舎講義棟の利用実態を把握する必要がある。 

 そこで本稿では、高層型大学校舎講義棟にお

ける「講義棟の教室利用率」や「エレベーター

利用者の挙動」について、日本大学生産工学部

の履修登録者データより学科別の学生の時間

割モデルを作成し、大学校舎講義棟の利用実態

の可視化を行う。 

 

2. 研究方法 

2.1 研究の概要 

2章では、ケーススタディをする大学を設定

する。 

2.2 調査する事例設定 

高層型大学校舎におけるエレベーターの利

用実態を調査するため、高層型大学校舎の計画

が増加している都市部に位置することが条件

となる。 

本稿では、対象として千葉県習志野市に位置

する日本大学生産工学部を対象とする。日本大

学生産工学部は実籾キャンパスと津田沼キャ

ンパスの2つで、クオーターシステムの下、授

業が構成されている。日本大学生産工学部は、

工学系の9つの学科が設置されており、実習科

目は各学科の実験棟で行われるため、講義棟で

は講義科目のみが実施される。 

2.2.1 調査する高層型大学校舎講義棟の事例

設定 

分析結果を他の学部の講義棟計画でも活用

することを想定するため、講義棟専用棟である

ことが条件となる。 

本稿では、調査事例として表1,表2に概要を

示す日本大学生産工学部37・39号館（以下、37・

39号館）を選定する。37・39号館は工学系7学

科の専門科目の講義を行う講義室専用棟とし

て竣工した。どちらも建物の規模に対するエレ

ベーターの設置台数は4台である。講義室専用

棟は大学校舎として最も基本的でシンプルな

機能の建物で、各学科のカリキュラムや分野の

違いによる利用方法の著しい差が生じにくい。

そのため、分析結果は一般性を有するものとし

て考える。 

高層講義棟は講義室が一つの棟にまとまっ

ていることが多いため、実際には37・39号館は

分離しているが統一させ、14階建ての講義棟

と想定し、調査する。（以下モデル講義棟） 

 
表1 37号館の建築概要 

表2 39号館の建築概要 

2.2.2 調査対象者 

 建物全体における学生の複雑な行動を調査

から把握するのは困難であるため、利用実態を
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履修登録者データから学科別の学生の時間割

モデルを作成し、予測する。 

2.2.3 エレベーターの挙動設定 

エレベーターシステムは、表 2 に示す講義 

科目専用の講義棟として使用されている 37 

号館のエレベーターを事例とする。 

表 2 37 号館のエレベーター仕様 

2.3 既存の計画理論の概要 

本稿ではエレベーター利用時の待機ピーク

を減らすことを目的とするため、「待機人数」、

「待機時間」を評価指標とする。 

 利用者の時刻変動がある場合、ピーク時の待

ちあふれの発生を考慮して集中率法がある。利

用者ピーク時の5分間に到着する利用者数のど

の程度の割合を全設置エレベーターで運ばれ

るのかを表す値である5分間輸送能力により計

画の評価を行う。 

 

 5分間輸送能力＝N×5×60×r/R.T.T. (式1) 

 平均運転間隔＝R.T.T./N            (式2) 

  R.T.T.＝Tr+Td+Tp+T1      （式3） 

 

 ｒ：乗車数（出勤時においては、かご定員×0.8） 

 Ｎ：エレベーターの台数 

 Ｔｒ：走行時間，Ｔｄ：戸開閉時間 

 Ｔｐ：乗客出入り時間，Ｔ１：損失時間 

 

 集中率は専用ビルと貸ビルの使われ方の性

格に基づいて目安となる値が異なり、専用ビル

25％、貸ビルで15％程度である。大学校舎は、

専用ビルとしてこの解法が適用される。式1か

ら5分間輸送能力と平均運転間隔の2つの値は

バランスを考えることがエレベーターの計画

では必要とされる。 

 表2に示す37号館のエレベーターの値およ

び、日本エレベーター協会標準値における開口

1,000ｍｍの場合の、開閉時間＝4.2s,Ｋ＝0.9を

用いることで 

Tr＝108.7,Td=16.0,Tp=29.9,T1=4.6と求まり、 

式3よりR.T.T.＝159.2となる。 

5分間輸送人数は式1より 

P＝4×5×60×13.6/159.2≒102.4人 

と求められる。37号館では、校舎全体で行われ

る全講義の履修登録者の時間別総和のピーク

は月曜日の3時限目で、その数は2,667人である。

5分間輸送能力が25％に近い値となるために

は、この時間の履修登録者の6割弱の学生

（102.4/0.25≒410人）がピークの5分間に集中

することが想定されていると逆算できる。 

2.4  高層型大学校舎の利用実態調査 

 本稿では、高層型大学校舎の利用実態につい

て、講義棟教室の利用率,エレベーター利用者

の挙動の2つを調査する。 

2.4.1  講義棟教室の利用率 

37号館で教室利用率の実態調査を行った。調

査は2019年1Qの時間割のみ行った。コロナ禍

の前でオンデマンド対応の講義がなく、対面講

義のみが想定されているため講義棟内で人の

移動の最大値を調査できる。調査は1週間のう

ち、ひと教室最大25コマ、講義を当てはめるこ

とができるとし、1週間の講義割り当て数を調

査した。 

2.4.2  エレベーター利用者の挙動 

オフィスビルにおけるエレベーターの計画

手法に従い、高層型大学校舎講義棟の利用者人

数の挙動を確認する。既往研究より講義棟のエ

レベーター利用は講義間5分前後がピークタイ

ムであることが明らかにされている。日本大学

生産工学部では2限と3限の間に昼休みが設け

られている。以上のことより、調査する時間は

1限前、2限前、2限後、3限前、4限前、5限前、

5限後の7種類とする。 

本研究ではエレベーター待機時間のピーク

タイムを抑える事を目的とするため、エレベー

ターの利用者を待機場所、進行方向別に分け、

図3から8に示す。エレベーターのシステム上、

待機時間のピークタイムを抑えるには行き先

情報より乗車階情報を調査することが必要と

なる。 

考察のための指標として、次の3つの値に分

ける。 

① 「1階からの上昇人数」 

② 「途中階からの上昇人数」 

③ 「下降人数」 

  

3. 結果と考察 

3.1. 講義棟教室の利用率 

37号館の各教室の週間利用率、曜日別利用

率を図１に示す。 

週間の講義棟教室の利用率を図1－1に示す。

最も利用率が高いのは37－302の18コマであ

る。次に利用率が高いのは37－605の15コマで、

階段でのアクセスも許容できる2階教室の利用
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率数は4コマで、比較的利用率が低いことが示

された。このことより、実際の教室利用を階別

にみると、利用率はまばらで、高さ方向で授業

教室の割り当ては考慮されていないことが示

された。 

曜日別の講義棟教室の利用率を図1－2に示

す。月曜日の教室使用率が最も高いことが示さ

れた。曜日別にみると、月、木曜日の教室利用

率が高いことが示された。調査対象である日 

本大学生産工学部では、講義科目を週の前半に

集中的に配置して週の後半に各学科における

実習を配置するカリキュラムとなっており、ま

た、教養科目では週二日に分けた講義も設けら

れているため、月曜日と木曜日の講義棟の利用

率が高い。 

曜日によって利用率に大きく差があるため、

利用率を均等化する操作でもエレベーターの

利用ピーク抑える事ができるのではないかと

予想できる。 

図.1 37号館の講義棟教室の週間利用率 

図.2 37号館の講義棟教室の曜日別利用率 

3.2.  エレベーター利用者の挙動 

履修登録者数データとモデル時間割から算

出した講義棟全体のエレベーター利用者時間

別予測人数を示す。週間のエレベーター利用者

の挙動を図8に、曜日別のエレベーター利用者

の挙動を図3から7に示す。以上の調査結果を3

点より比較し、考察する。 

［a］ 週間のエレベーター利用者の挙動 

［b］ 開講時間別で比較する 

［c］ 曜日別で比較する 

図.3 月曜日のエレベーター利用者の挙動 

図.4 火曜日のエレベーター利用者の挙動 

   

図.5 水曜日のエレベーター利用者の挙動 

図.6 木曜日のエレベーター利用者の挙動 

図.7 金曜日のエレベーター利用者の挙動 
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図.8 週間のエレベーター利用者の挙動 

 

3.2.１ ［a］週間利用者の挙動の考察 

最もエレベーター利用人数が多いのは3限

前1階から乗車する学生で9,321人である。次に

利用人数が多いのは1限前1階から乗車する学

生で、6,452人である。基本的に1・3限前の1階

からの上昇方向の利用者がピークであること

示された。また、2限後、5限前、5限後は下降

方向のエレベーター利用者が大半を占めてい

る。大勢の移動方向が統一していること、時間

によって移動方向が変わることが示された。こ

のことから、講義を割り当てる曜日は変えず、

開講時間を変える操作でもエレベーター利用

のピークの緩和を見込める。 

3.2.2 ［b］時間別比較の考察 

1限前1階からの上昇方向のエレベーター利

用者が最も多いのは月曜日の1,708人である。

しかし、人数は曜日によってばらつきがある。

週間を通して、途中階から上昇する人数が最も

多くなるのは2 限前である。5限前後では下降

方向のエレベーター利用者がほとんどだが、人

数には曜日によってばらつきがあることが示

される。このことから、講義を割り当てる教室

は変えずに、開講曜日を変える操作でもエレベ

ーター利用のピークの緩和を見込める。 

3.2.3 ［c］曜日別比較の考察 

月曜日は講義数が多いことよりエレベータ

ー利用者も多い。週間を通して利用者が多い1・

3限前だけでなく、2・4限前のエレベーター利

用者も多いことが示されている。火・水曜日は

途中階からの上昇方向エレベーター利用者が

少ないことから、2コマ連続の講義が配置され

ていることが予測できる。また、講義を割り当

てる曜日は変えずに、開講時間の操作でもエレ

ベーター利用のピークの緩和を見込める。木曜

日は途中階から上昇する人数が最も多く、410

人である。このことから1コマの講義がそれぞ

れの時間で配置されていることが予測できる。

金曜日は他の曜日と比べ、1限前の上昇方向の

人数が少ない。3・4限に講義が集中しているこ

とが予測できる。 

 

4. 今後の課題 

今後の課題として、エレベーター利用者のす

べての要素を考慮し、授業教室割り当てを作成

するには、考慮すべき要素が無数に存在するた

め、次の段階として上昇方向のエレベーター利

用者に限定し移動を考慮した時間割り当ての

仕組みを作成する。下降方向には階段での移動

を選択する場合も想定されるため条件となる

要素を減らして検証する。エレベーター利用者

の挙動についての調査より下降方向のエレベ

ーター利用者の情報を除き、上昇方向の利用者

情報を抽出し、本稿で利用したモデル時間割、

モデル講義棟情報を使って授業教室割り当て

を作成する。 

 

5. まとめ 

 現在の高層型大学校舎講義棟の利用実態を

調査した結果、講義棟と時間割配置の関係は学

生の移動を考慮されず、組まれているため、エ

レベーター利用者が多い時間と少ない時間に

極端に差が生じている。また、教室利用率も曜

日によって利用率の低い教室があることが示

された。 

今後、上昇方向のエレベーター利用者に限定

し移動を考慮した時間割り当ての仕組みを作

成することは、高層型大学校舎利用の向上に十

分に実用性があり、高層型大学校舎計画時にも

実用性があると予想される。 
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